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図①－12
仕事を続けていく上で必要なことの中で、一番多いのが「研修等でのスキルアッブ」と答え
ている。介護支援専門員の社会的地位や報酬アップの必要性が叫ばれているが、現場の介溌支
援専門員はそれよりも自らのスキルアップを課題として挙げていると言えるだろう。この姿勢
を続けていくためにも、研修の在り方をしっかりと構築していくことが、介護支援専門員の大
きな課題と言えるのではないだろうか。
② 「介護保険制度改正に関する調査」
質問 介護支援専門員の更新制が導入されましたが、 これによりケアマネジメントの質の向
上が図れると感じていますか？
介護支援専門員更新制の導入により、介護支援専門員の質の向上が図れるかについて、 「は
い」と答えた人はわずか34％しかいない。今回の改正の趣旨である、介護支援専門員の質の向
上に、資格の更新性が必ずしも効果があるかは疑問であると言わざる得ない。更新のためには
い､34％
どちらともいえ
ない.54％
いいえ12％
図②－1
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5年ごとに研修を受ける必要があるが、逆に考えれば5年の間に必要な研修を済ませればいい
とも言える。実務研修、基礎研修、専門研修I，専門研修Ⅱを受ければ介讃支援専門員の質が
上がるのか、また必修の研修を作ることでそれ以外の研修は受けない介識支援専門員が出てこ
ないか、今後も検証が必要である。またこれらの研修が各地区で行われるわけではなく、県単
位で行われることから大人数で行うことを余儀なくされるので、個々の事例を振り返ることが
出来るのか課題が残る。
これらの課題を解消するためには、県単位だけではなく、各市町村単位で行う研修会が必要
不可欠と考える。各地区で行われる研修は、更新研修を補うだけではなく、各地区のニーズに
合わせて内容を設定することが出来、また個々の事例を振り返ることも可能になってくる。介
護支援専門員の資質向上のためには更新研修だけではなく、各市町村で行う研修が重要となっ
てくると考えられる。そうであれば当然介謹支援専門員の質において、市町村格差が出てくる
可能性もあるのではないだろうか。
6，考察
① 「介護支援専門員の研修に関する意識調査」
これまでのアンケート結果を、最初に挙げた仮説と比較して考察していきたい。
仮説1 研修の内容において、相談援助に関する内容についてはあまり必要性を感じていない
のではないか。
問7で検証したように、対人援助技術に関する内容を期待している人は33％とそれ程多い数
字とは言えなかった。そして資格別で見たときには、社会福祉士・介護福祉士は39％その必要
性を感じていたのに対して、看護師は24％と低く職種間での意識の違いがあることも浮き彫り
になった。この職種間での意識の違いが、介護支援専門員の現任研修における大きな課題と言
えるだろう。
仮説2介護支援専門員が期待している研修の形式は、小集団の演習形式ではなく、大集団で
の講義形式ではないか。
研修形式は多数の人が大集団での識義形式を望んでいる。しかし一部の人は、大集団での講
義形式での限界を感じている。この考えは、講義のみの研修が介護支援専門員の資質の向上に
つながらない、という声とも言えるであろう。どうしても大集団での講義形式は知識の吸収だ
けで終わってしまうので、 自らの考えをまとめることは少ない。そのため自分の考えをまとめ
て意見を言う機会のある中集団、小集団での研修の方が資質の向上につながると考えられる。
小集団での研修は、県単位では困難で市町村単位の方が行いやすい。この点からも市町村単位
で行う研修が、介護支援専門員の質の向上には欠かせないと考えられるのである。
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仮説3介護支援専門員になる前の基礎資格によって、期待する研修の内容に違いがあるので
はないか。
仮説1でも見てきたように、持っている資格によって期待する研修内容に違いがあることが
分かった。権利擁護や対人援助に関する内容については、社会福祉士・介護福祉士の意識は高
いと言える。このように資格間においての意識の差が、研修内容にまで影響を及ぼしていると
言えるだろう。
介護支援専門員の資質を考える上で、 この資格間での意識の違いが課題とされてきた。そし
てこの課題は、資格が出来て5年過ぎた現在においても解消されていない。しかし介謹支援専
門員は、 さまざまな職種が集まっているのは事実である。それぞれの職種の違いを認めつつ
も、ある程度一定のケアマネジメント実践を行うためには、研修を通してお互いに共通理解を
進めていくしかないと考える。そのためには、小グループ・中グループでのディスカッション
を行い、職種間の考え方の違いを埋めていくような研修が効果的ではないだろうか。
’
仮説4介護支援専門員はスーパーバイズを受ける機会は少ないのではないか。
仮説では「スーパーバイズを受ける機会が少ないのではないか」としていたが、実際は半数
以上の人が受けていたという結果であった。しかしその人たちのスーパーバイザーについて
は、 6割が事業所内の先輩か同僚ということであった。介護支援専門員は、事業所内で働いて
いる人数が少ないのが特徴である。そのため事業所内だけでのスーパーバイズでは、 自ずと限
界がある。この限界を克服するためには、現在の主任介讃支援専門員の役割が重要と言えるで
あろう。しかしケアマネジメントリーダーが機能していたかについては、本調査では課題を残
している。また静岡県健康福祉部介護保険室がまとめた「静岡県介護支援専門員実態調査報告
書」の中で、 「業務上の悩み・疑問の相談先」は「事業所内の上司や同僚」が81.3%に対して、
「ケアマネジメントリーダー」はわずか2.0%という結果であった。注l)この結果からもケア
マネジメントリーダーが機能していなかったと考えることができる。
介讃支援専門員のスーパービジョンは事業所内だけではなく、地域で行う必要があると筆者
は考えている。そしてその中心になるのが、現在は主任介護支援専門員である。主任介護支援
専門員はあまり機能しなかったケアマネジメントリーダーの課題を踏まえて、今後地域でどの
ようにスーパービジョンを展開していくか、大きな課題である。
またスーパービジョンへの期待が高いにもかかわらず、仮説2で挙げたように研修のスタイ
ルは大集団の方がいい、 という状況には矛盾を感じる。スーパービションは大集団では成立せ
ず、中・小集団で実施しなければその効果は得られない。この矛盾が、現在の介護支援専門員
の課題を表していると言えないだろうか。
② 「介護保険制度改正に関する調査」
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仮説5改正介護保険法の「介護支援専門員更新制の導入について」以下の仮説をたてた。介
護支援専門員更新制の導入が、逆に研修を受ける機会を少なくし、質を落としてしま
うのではないか。
調査結果では、資格の更新制が必ずしも効果があるとは考えていない人が多いことが分かっ
た。筆者の例になるが、改正介護保険法が施行される前までは毎年現任研修を受けてきた。そ
の後、平成18年に更新研修を終了し今年度は県で行われる現任研修を受けていない。今後も更
新研修を受けていない人が優先になるため、研修参加者の人数の枠の問題もあり、研修を受識
できるか分からない。 しかし資格の更新は可能であり、制度上後5年は研修を受講しなくても
業務を続けることは可能である。この状況では不安を覚えずにはいられない。だから市町村単
位で行われる研修を充実させ、そこでスキルアップを図れるようにと考えている。
7、おわりに
アンケート結果から、資格更新制の導入が必ずしも質の向上につながると感じている介護支
援専門員が少ないこと、参加しやすい研修は県単位ではなく市町村単位、望む研修内容は「ケ
アプラン」に関すること、研修スタイルは「集団での講義形式」などのことが明らかになっ
た。介護支援専門員の質の向上を図るための更新制であるが、逆に研修を受ける機会が少なく
なり、質の向上に不安を抱える介護支援専門員も多い。また県単位で行う場合、参加者が多く
なる為演習を行う際には課題を残している。そのため更新研修だけではない、市町村単位で行
われる研修が、ケアマネジメントの質の格差に影響が出てくるのではないか。そうであれば介
護支援専門員の質にも市町村格差が出てくる可能性もある。現にスーパービションに力を入れ
ている地域とそうではない地域とが出てきていることも事実である。
今回の研究での限界としては、研修の調査が平成17年度に行われたものであり、改正介護保
険法の影響を図るものではなかったことが挙げられる。改正介護保険法に置いて新設された主
任介護支援専門員の検証は今後も継続して行われなければならない。また、各地域で行われて
いる研修や、スーパービジョンについても現状を明らかにしていく必要性を感じている。
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